
株式交換に係る事前開示書類 

（会社法第 794 条第 1項及び会社法施行規則第 193 条に基づく開示事項） 

2026年 10月 5日 

ジャパン M&A ソリューション株式会社 

 



ジャパン M&A ソリューション株式会社（以下「当社」といいます。）は、SBI 辻・本郷M&A 株

式会社（以下「STH」といいます。）との間で 2026 年 10月 5日付で締結した株式交換契約（以下

「本株式交換契約」といいます。）に基づき、当社を株式交換完全親会社、STHを株式交換完全子会

社とする株式交換（以下「本株式交換」といいます。）を行うことといたしました。 

本株式交換に関し、会社法第 794 条第 1 項及び会社法施行規則第 193 条に定める事前開示事項は、

以下のとおりです。 

1．株式交換契約の内容 

本株式交換契約の内容は、別紙 1「株式交換契約書」のとおりです。 

2．株式交換対価の相当性に関する事項 

（1）本株式交換に係る割当ての内容 

会社名 
ジャパン M&Aソリューション株式会社 

（株式交換完全親会社） 

SBI 辻・本郷 M&A 株式会社 

（株式交換完全子会社） 

本株式交換に係る割当比率 1 452.63 

本株式交換により交付する株

式数 

（うち自己株式 40,695 株を充当し、残

数を新たに発行） 
－ 

 

本株式交換においては、STH の普通株式 1 株に対して、当社の普通株式 452.63 株を割り当て交付

します。なお、当社が交付する普通株式の総数は、STHの発行済普通株式総数 2,450 株に上記比率を

乗じて算出される数（1,108,943.5 株）を基礎とし、1 株未満の端数を会社法第 234 条その他関係法令

の定めに従い処理した後の数を予定しており、そのうち 40,695 株は当社が保有する自己株式を充当し、

残数について新たに普通株式を発行する予定です。 

STH の株主に交付すべき当社普通株式の数に 1株に満たない端数が生じる場合には、会社法第 234

条その他の関係法令の定めに従い、その端数の合計数（合計数に１株に満たない端数がある場合は、

これを切り捨てるものとします。）に相当する数の当社株式を売却し、かかる売却代金をその端数に

応じて当該株主に交付します。 

なお、上記株式交換比率（以下「本株式交換比率」といいます。）は、算定の根拠となる諸条件に

重大な変更が生じた場合、両社協議の上、変更することがあります。 

また、本株式交換に伴い、当社の単元未満株式（100 株未満の株式）を保有することとなる STHの

株主においては、かかる単元未満株式を金融商品取引所市場において売却すること はできませんが、

本株式交換の効力発生日以降、当社の単元未満株式に関する以下の制度 を利用することができます。  

・単元未満株式の買取制度 

会社法第 192 条第１項の規定に基づき、単元未満株主が当社に対し、自己の保有する 単元未満株式

を買い取ることを請求することができる制度です。 

 



（2）本株式交換に係る割当比率の算定根拠 

① 割当ての内容の根拠及び理由 

当社及び STH は、本株式交換について協議・検討を重ねた結果、本株式交換が両社の企業価値

及び株主共同の利益の向上に資するものと判断しました。 

 両社は、本株式交換に用いられる上記「(1)本株式交換に係る割当ての内容」に記載の本株式交

換比率の算定に当たって、本株式交換に用いられる株式交換比率の公正性及び妥当性を確保する

ため、当社及び STHから独立した第三者算定機関である株式会社赤坂国際会計（以下「赤坂国際

会計」といいます。）に株式価値及び株式交換比率の算定を依頼しました。 

また、当社は、下記「③公正性を担保するための措置」に記載のとおり、赤坂国際会計から

2026 年 10 月 2 日付で発行された「株式交換比率に関する見解書」、さらには、リーガル・アド

バイザーであるかなめ総合法律事務所からの助言の結果等を踏まえ、慎重に協議・検討した結果、

本株式交換比率は公正かつ妥当であり、当社の株主の皆様の利益に資するとの判断に至ったため、

本株式交換比率により本株式交換を行うことが妥当であると判断いたしました。 

両社は、それぞれにおける検討を踏まえて両社間で交渉・協議を重ねた結果、本株式交換比率

により本株式交換を行うことが妥当なものであり、それぞれの株主の利益に資するとの判断に至

ったため、本株式交換比率により本株式交換を行うこととし、2026 年 10 月 5 日開催の両社の取

締役会の決議に基づき、両社間で本株式交換契約を締結しました。 

 なお、本株式交換比率は、算定の基礎となる諸条件に重大な変更が生じた場合には、両社間で

協議の上、変更することがあります。 

② 第三者算定機関による算定の概要 

ア. 算定手法 

赤坂国際会計は、当社については東京証券取引所グロース市場に上場しており市場株価が

存在することから市場株価平均法、DCF法及び類似上場企業比較法（マルチプル法）を採用

し、STH については非上場会社であることから、DCF 法及び類似上場企業比較法（マルチプ

ル法）を採用しています。本株式交換比率は、STH の株式価値を当社の株式価値で除した値

を基礎として、株式時価総額ベースで算定されています。 

当社の株式価値については、市場株価平均法における算定基準日である 2026 年 10月 2日

の終値は 1,499 円、直近 1 か月終値単純平均は 1,418 円、直近 3か月終値単純平均は 1,259

円、直近 6 か月終値単純平均は 1,186円です。赤坂国際会計により、市場株価平均法による

株式価値は 1,754,341 千円から 2,216,429 千円、DCF 法による株式価値は 2,018,846 千円か

ら 2,252,774 千円、マルチプル法による株式価値は 1,708,506 千円から 2,195,688 千円とされ

ています。 

STH の株式価値については、赤坂国際会計により、DCF法及び類似上場企業比較法（マル

チプル法）を用いた算定が行われており、DCF 法による株式価値は 1,401,131 千円から

1,654,844 千円、マルチプル法による株式価値は 1,574,938 千円から 1,743,531 千円とされて



います。なお、STHの事業計画の実態修正（正常収益力の検証等）については、財務デュ

ー・ディリジェンスを委託している株式会社古田土経営（以下「古田土経営」といいます。）

の分析結果を参照しています。古田土経営は当社の税務・会計に関する顧問であり、独立し

た第三者算定機関には該当しません。 

赤坂国際会計の見解書によれば、当社株式 1 に対する STH の株式交換比率のレンジは、当

社及び STHの同一の算定手法同士を比較した場合、DCF法で 0.62 から 0.82、マルチプル法

で 0.72 から 1.02 とされています。同見解書においては、参考情報として、当社株式 1：STH

株式 0.75 の比率（当社の発行済株式数（自己株式を除く）1,478,605 株の 75％に相当する株

式、理論値で約 1,108,953.75 株を STHの株主に交付する考え方）が示されており、これを

STH 株式 1株当たりに換算した参考比率は約 452.63 株とされています。 

なお、当社及び STHは、上記の算定結果及びデュー・ディリジェンスの結果、両社の財務

状況、事業計画、収益力、将来見通しその他の諸要素を総合的に勘案し、協議・検討を重ね

た結果、当社の株式価値を 21 億円、STH の株式価値を 15.75 億円とすることを取引上の前提

としました（21億円：15.75 億円＝1：0.75）。この前提の下では、当社 1株当たりの理論価

値は約 1,420.26 円（21 億円÷自己株式控除後株式数 1,478,605 株）、STH1 株当たりの理論

価値は約 642,857.14 円（15.75 億円÷発行済株式数 2,450 株）となり、これらを基礎とした

理論上の株式交換比率は、STH普通株式 1 株につき当社普通株式約 452.63 株（642,857.14

円÷1,420.26 円）となります。この理論交換比率（約 452.63418367 株）は、赤坂国際会計の

見解書に示された参考比率（約 452.63 株）と一致するものです。当社及び STH は、これら

を踏まえ、本株式交換比率を STH 普通株式 1 株につき当社普通株式 452.63 株とすることを

合意しました。なお、赤坂国際会計が当社又は STH の株式価値を直接 21 億円又は 15.75 億

円と算定したものではありません。本株式交換比率（452.63 株）に基づき算出される交付株

式の総数（1,108,943.5 株）については、1株未満の端数を会社法第 234 条その他関係法令の

定めに従い処理した後の数を最終的な交付株式総数とします（端数処理後の確定数は別途確

定します。）。 

イ. 算定の概要 

評価対象 評価手法 算定・参照結果 

当社 市場株価平均法 

株式価値：1,754,341 千円～2,216,429 千円（2026 年 10

月 2 日基準：終値 1,499 円、1 か月平均 1,418 円、3 か

月平均 1,259 円、6 か月平均 1,186 円） 

当社 DCF 法 株式価値：2,018,846 千円～2,252,774 千円 

当社 類似上場企業比較法（マルチプル法） 株式価値：1,708,506 千円～2,195,688 千円 

STH DCF 法 株式価値：1,401,131 千円～1,654,844 千円 

STH 類似上場企業比較法（マルチプル法） 株式価値：1,574,938 千円～1,743,531 千円 

STH 株式交換比率レンジ（参考） DCF 法：0.62～0.82、マルチプル法：0.72～1.02 

 



赤坂国際会計の見解書によれば、当社株式 1：STH 株式 0.75 という株式交換比率は、当社

及び STH の同一の算定手法同士を比較した場合、DCF 法による株式交換比率レンジ（0.62

～0.82）及びマルチプル法による株式交換比率レンジ（0.72～1.02）のいずれの範囲内にもあ

るとされています。当社は、これらの算定結果を含む諸要素を総合的に検討した結果、本株

式交換に係る取引条件は財務的見地から合理的な範囲にあるものと判断しました。 

③ 公正性を担保するための措置 

ア. 独立した第三者算定機関からの株式交換比率算定書の取得 

当社は、本株式交換における株式交換比率の公正性を担保する観点から、上述したとおり、

両社から独立した第三者機関である赤坂国際会計に本株式交換比率の算定を依頼しました。 

なお、当社は、赤坂国際会計から株式交換比率の公正性に関する評価（フェアネス・オピニ

オン）を取得しておりません。 

イ. 財務デュー・ディリジェンス等の実施 

当社は、STH の財務デュー・ディリジェンス及び正常収益力の検証支援を、当社の税務・会

計に関する顧問である株式会社古田土経営に委託しました。古田土経営は、独立した第三者

算定機関には該当しませんが、STH の事業計画、進行期実績、案件パイプライン及びコスト

削減可能性等の分析について専門的な支援を行っており、その分析結果は赤坂国際会計にお

ける算定の基礎資料の一つとして提供されています。 

ウ. 独立した法律事務所からの助言 

当社は、本株式交換のリーガル・アドバイザーとして、かなめ総合法律事務所を選定し、本

株式交換の諸手続及び取締役会の意思決定の方法・過程等について、法的な観点から助言を

得ております。なお、かなめ総合法律事務所は、両社から独立しており、両社との間で重要

な利害関係を有しておりません。  

 

（3）資本金及び準備金の額に関する事項 

本株式交換により増加する当社の資本金及び準備金の額は、会社計算規則その他の関係法令に従い、

当社が適切に定めます。当社は、本株式交換後の資本構成、財務の健全性その他の事情を総合的に勘

案し、当該取扱いは相当であると判断しています。 

3．株式交換に係る新株予約権に関する事項 

本株式交換契約において、会社法第 768 条第 1項第 4号及び第 5号に掲げる事項についての定めは

ありません。したがって、該当事項はありません。 

4．株式交換完全子会社である STH に関する事項 

（1）最終事業年度に係る計算書類等の内容 

STH の最終事業年度（2025 年 4 月 1 日から 2026 年 3月 31日まで）に係る計算書類等の内容は、

別紙 2「SBI 辻・本郷 M&A 株式会社 第 4 期事業報告・計算書類等」のとおりです。 



項目 2026 年 3 月期（千円） 

売上高 560,660 

営業損失 △83,832 

経常損失 △89,241 

当期純損失 △61,416 

総資産 460,025 

純資産 49,750 

 

（2） 最終事業年度の末日後の日を臨時決算日とする臨時計算書類等の内容 

該当事項はありません。 

 

（3）最終事業年度末日後の重要な財産上の事象 

STH の最終事業年度の末日である 2026 年 3 月 31日後、本書作成日までの間に、重要な財産の処

分、重大な債務の負担その他会社財産の状況に重要な影響を与える事象として開示すべき事項はあり

ません。 

5．株式交換完全親会社である当社に関する事項 

（1）最終事業年度末日後の重要な財産上の事象 

当社の最終事業年度の末日後、本書作成日までの間における重要な財産上の事象の有無については、

以下のとおりです。 

 

ア. 当社は、2026 年 10 月 5日付の取締役会において、STHとの間で本株式交換契約を締結する

ことを決議し、同日付で株式交換契約を締結しました。本株式交換契約の概要は、上記「１．

本株式交換契約の内容」及び別紙 1 に記載のとおりです。 

 

6．会社法第 799 条第１項の規定により株式交換について異議を述べることができる債権者が

あるときは、株式交換が効力を生ずる日以降における当社の債務の履行の見込みに関する事

項 

会社法第 799 条第１項の規定により、本株式交換について異議を述べることができる債権者はあり

ません。 

7．本書備置開始日後に上記事項に変更が生じた場合の取扱い 

本書の備置開始日後、本株式交換の効力発生日までの間に、会社法施行規則第 193 条各号に掲げる

事項に変更が生じた場合には、変更後の内容を遅滞なく開示いたします。 



8．本株式交換の日程 

項目 日程 

株式交換契約承認取締役会 2026 年 10 月 5 日 

株式交換契約締結日 2026 年 10 月 5 日 

臨時株主総会基準日 2026 年 10 月 20 日 

臨時株主総会開催日 2026 年 12 月 2 日 

株式交換効力発生日 2026 年 12 月 4 日 

 

以上 

 



別紙 1 株式交換契約書 

以下に、2026 年 10月 5日付「株式交換契約書」を収録します。 



 



 



 

 



 



 

 



 



別紙 2 SBI 辻・本郷M&A 株式会社 第 4期事業報告・計算書類等 

2025 年 4 月 1日から 2026 年 3月 31 日までの第 4期事業年度に係る事業報告、貸借対照表、損益計算

書、株主資本等変動計算書及び個別注記表等を添付します。 

以下に、STH の 2026 年 3 月期（第 4期）事業報告・計算書類等の原本を収録します。



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 


